冬こそお出かけ！秋田の冬旅商品造成支援事業　Ｑ＆Ａ
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１．申請者について

	Q１
	申請できる旅行事業者とはどのような事業者ですか。



	
	A１
	秋田県内の旅行業法第３条の登録を受けた旅行業又は旅行代理業を営む法人又は個人です。



	Q２
	申請主体は、営業所毎ですか。それとも法人毎ですか。



	
	A２
	営業所毎です。



	Q３
	助成金の上限額は、営業所毎ですか。それとも法人毎ですか。



	
	A３
	営業所毎です。



２．ツアーについて

	Q１
	対象となる旅行商品の期間はいつまでですか。



	
	A１
	令和５年２月２８日までに帰着する旅行商品が対象となりますが、申請等の状況により、内定額が予算額に達した場合は、その時点で打ち切ります。



	Q２
	教育旅行や職場旅行、組織団体旅行、視察旅行等は対象になりますか。



	
	A２
	要項第３条の交付要件を満たす商品であれば、対象となります。ただし、観光の目的がないと思われる部活動等の合宿・遠征などは対象外となります。



	Q３
	申請したツアーは、すべて対象になりますか。



	
	A３
	申請書や実績報告書の内容を審査し、適当と認めたツアーが対象となります。



	Q４
	２泊以上した場合は、バスや鉄道助成に上乗せはありますか。



	
	A４
	ありません。



	Q５
	県外に立ち寄っても対象になりますか。

	
	
A５
	
要項第３条の交付要件を満たす商品であれば、対象となりますが、当該事業は、県内流動の促進を目的としており、県内で完結することを想定していることから、県外への立ち寄りを主たる目的としている場合は、対象になりません。



	Q６
	全国旅行支援との併用は可能ですか。



	
	A６
	可能です。



	Q７
	当該事業以外の助成金と重複することはできますか。



	
	Q７
	「秋田へGO！」秋田を旅しようキャンペーンとの重複は可能です。
その他の県で実施している助成の重複はできません。
 例：「地域交通 乗って応援！キャンペーン」 等



３．バスについて

	Q１
	秋田県内の貸切バスを利用した場合にバスガイドの料金は、バス代金に含まれますか。



	
	A１
	含まれます。



	Q２
	バス等助成の代金には、有料道路代や駐車代も含まれますか。



	
	A２
	含まれません。



	Q３
	貸切バスを利用した場合の助成金の積算額は税込みで積算すればよいですか。



	
	A３
	税抜きで積算してください。
例）運賃100,000円（税抜き）＋バスガイド20,000円（税抜き）＝120,000円
　　 貸切バスのみの利用の場合は上限50,000円なので、50,000円



４．鉄道について

	Q１
	要項第４条の「鉄道の利用」はどのようなものが対象となりますか。



	
	A１
	東日本旅客鉄道株式会社（秋田支社）、秋田内陸縦貫鉄道及び由利高原鉄道の３社の鉄道を利用した場合が対象となります。



	Q２
	鉄道を利用した場合の助成金の積算額は税抜きで積算すればよいですか。



	
	A２
	税抜き金額の算出が困難であるため、税込みで積算してください。
　例）秋田駅から男鹿駅まで電車で往復移動する商品を造成し20人が参加した
　　　運賃770円×20人×2（往復）　＝30,800円
　　　上限30,000円なので助成金額は30,000円



５．ツアー募集の注意点

	Q１
	ツアーの募集をＰＲする場合の注意点を教えてください。



	
	A１
	ツアーを募集する場合は、助成金を活用するツアーであることを明記すること。
例）秋田の小正月行事ツアー！！
当該ツアーは冬こそお出かけ！秋田の冬旅商品造成支援事業の助成金を活用します。


６．その他

	Q１
	様式第３号の実績報告に添付する「金額が分かる書類」とは何ですか。



	
	A１
	貸切バスについては、運送引受書の写しとします。ジャンボタクシー、鉄道については、各事業者から発行される領収書の写しとします。



	Q２
	申請では、参加者を20名としていたが、募集をしたところ30名での催行となった場合には、30名分の助成金がもらえますか。



	
	A２
	助成金は、内定額の範囲内で支払うことになります。なお、全体予算の範囲内であれば再申請等も考えられるので事務局にお問合せ下さい。



	Q３
	催行中止となった場合はどうすればよいですか。



	
	A３
	申請の全部又は一部を取下げしようとする場合は、メールで構いませんので、出発日、ツアー名等、中止となった理由を記載のうえ送信ください。



	Q４
	緊急事態宣言等が発令された場合の取り扱いはどうなりますか。



	
	A４
	緊急事態宣言等の発令により、観光による移動を制限した場合は、助成金の内定 を取り消す場合があります。
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